
札幌市体育館グループの指定管理者の選定結果について 

 

１ 選定委員会開催経過 

第１回 令和４年 ７月 14 日 募集要項、選定基準、選定方法等について 

第２回 令和４年 10 月 26 日 書類審査、面接審査、選定 

２ 選定委員会委員 

委員７名（市職員１人、外部委員６人） 

委員長 石澤 伸弘  北海道教育大学札幌校保健体育教育分野教授 

副委員 佐藤 裕則  北海道新聞社企画室スポーツ戦略本部長 

委 員 千葉 崇晶  公認会計士 

委  員 田畑 正幸  社会保険労務士 

委  員 和泉 明一  札幌市中学校体育連盟会長 

委 員 伊藤 みき  北海道オール・オリンピアンズ（元女子フリースタイルスキー・

モーグル日本代表） 

委  員 佐藤 美賀  スポーツ局スポーツ部長 

３ 応募団体 

団体名：一般財団法人札幌市スポーツ協会 

非公募により応募を求めた理由：別紙のとおり 

４ 選定結果（指定管理者候補者） 

(1) 選定された団体  

   一般財団法人札幌市スポーツ協会 理事長 石川 義浩 

   札幌市中央区中島公園１番５号札幌市中島体育センター内 

(2) 選定の理由 

  一般財団法人札幌市スポーツ協会は、札幌市体育館グループの管理運営業務における

各要求水準を満たしており、地域スポーツの活性化や裾野拡大等につながるスポーツ施

設を戦略的に活用した事業について高い評価を得た。 

収支計画の赤字改善に対する方策や施設の利用者数増に向けた取り組みについては、

より一層の創意工夫や改善が求められる旨の意見があったが、これまでの施設の管理運

営が良好で、安定した管理運営を担える組織体制が評価された。 

  さらに、自主事業として多種目体験事業やスポーツ教室等を実施し、当該事業を含め

た全事業において得られた利益のうち、５％を目安に施設内の備品等の形で還元すると

の提案もあった。 

  以上の点から、札幌市体育館グループの設置目的を効果的に達成するために、一般財

団法人札幌市スポーツ協会は指定管理者の候補者として適切であると判断された。 

 

 

 

 

 



 (3) 評価結果 

選定基準 配点 候補者 

①平等利用の確保 50 点 32 点 

②施設の効用発揮 450 点 292 点 

③安定経営能力 200 点 127 点 

④管理経費の縮減 150 点 70 点 

⑤その他 150 点 92 点 

合計 1,000 点 613 点 

得点率 ―  61.3％ 

 

 （4） 指定期間  令和５年４月１日～令和 10 年３月 31 日の予定 

 

５ その他 

令和４年第４回定例市議会において、公の施設の指定管理者の指定の件について議案を

提出する予定。 

 

スポーツ局スポーツ部施設課 ℡011-211-3045 

 

 

 

 



別紙 
 

選定方法を非公募とした理由 

 

１ 札幌市体育館グループの位置付けについて 

  札幌市体育館グループ（以下「体育館グループ」という。）に属する各体育施設は、

市民の心身の健全なる発達及び体育の普及振興を図ることを目的とする施設であり、

個人の年齢や性別、障がいの有無、競技レベル等を問わず、全ての市民にスポーツ

を行う場所を提供している。 

  また、冬季オリンピック・パラリンピックの招致を目指している本市においては、

スポーツ実施率や競技レベルの向上、共生社会の実現を目指した障がい者スポーツ

の普及振興に取り組んでいる。 

２ 戦略的活用について 

  本市が策定した「札幌市スポーツ推進計画」（以下「推進計画」という。）は、市

民が、個人の年齢や性別、障がいの有無等を問わず、それぞれの関心、適性等に応

じてスポーツに参画する環境を整備し、スポーツの力をもって、青少年の健全育成、

生涯を通じた健康の維持、地域コミュニティの再生、そして本市の活力の創造に寄

与することを目的としており、個々の様々な状況に応じたスポーツ参加の機会の提

供、次世代のアスリート育成等に係る施策を掲げている。 

体育館グループに属する各体育施設は、利用者の心身の健全なる発達や健康増進

に寄与するとともに、スポーツ等を通した利用者の憩い、交流する場となっている

ものの、当該利用者は、従来からスポーツや健康に関心のある者が主であり、推進

計画の目的の達成に当たっては、当該利用者に加え、スポーツに触れる機会の少な

い高齢者や子どもなどの多様な層へのスポーツ参加の機会の提供を推進する必要が

ある。 

また、本市においては、推進計画の目的の実現を目指して、体育館グループの現

在の指定管理者である一般財団法人札幌市スポーツ協会（以下「スポーツ協会」と

いう。）に委託を行い、障がいに応じたスポーツ教室等を行っているほか、スポーツ

協会においても、本市の補助金の対象事業としてジュニア世代のアスリートの発

掘・育成事業を、自主事業として個々のライフステージに応じたスポーツ教室、多



種目のスポーツ体験会等を行っているが、その効果は限定的である。 

このことから、施設の貸出しとともに、スポーツ施設の戦略的活用（以下「戦略

的活用」という。）という位置付けの下、スポーツ教室、障がい者スポーツ推進事業、

多種目体験教室及びジュニアアスリート発掘・育成事業といった、施設を活用した

事業（以下「活用事業」という。）を長期的かつ一体的に構築して実施することが必

要である。 

  戦略的活用の狙いは、施設の管理運営と活用事業を一体的に実施することにより、

「市民のスポーツ活動の活性化」→「競技の裾野拡大」→「競技力の向上」→「ト

ップアスリートの輩出」→「スポーツへの興味・関心の高揚」→「市民のスポーツ

活動の活性化」…といった好循環を創出し、「地域スポーツの活性化・裾野拡大」

及び「次世代のトップアスリートの輩出」に向けた事業の効果を相乗的に高めてい

くことにある。 

具体的には、現行の取組に加えて、地元のトップアスリートの活躍をきっかけと

して、幅広い年齢層にその競技への関心を持ってもらうことやジュニアアスリート

の育成事業から輩出したトップアスリートを活用事業の指導者として活用すること

で、当該トップアスリートにそれまでに培った経験や技術を地域スポーツに還元し

てもらうなど、戦略的活用を効果的に行っていくことで、体育施設等の利用者が増

加し、更なる裾野拡大等につなげていくことが期待できる。 

  また、このような循環の実現には、それぞれの活用事業において個々の目的を達

成することのみを意識するのではなく、他の活用事業との相乗効果を意識して、複

数の活用事業を組み合わせて企画立案することが必要と考えられる。 

  そして、ジュニアアスリートの発掘・育成には時間を要するため長期的に取り組

むことが必要であることに加えて、ジュニアアスリートの発掘・育成はもとより、

あらゆる人にスポーツ参加の機会を提供するスポーツ教室、障がい者スポーツ体験

教室及び多種目体験教室についても、年齢や競技レベルのほか市民のニーズに応じ

た企画運営を行う必要があり、より効果の高い事業の実施には各競技の専門知識を

有するスタッフ・指導者の確保・育成、事業の企画立案等に関するノウハウの蓄積、

競技団体等とのネットワークの構築が不可欠であることなどから、戦略的活用によ

る推進計画の実現のためには、長期的な視野に立って継続的な事業運営を行うこと

が求められる。 



  なお、戦略的活用については、次期推進計画（令和５年度～令和１４年度（予定））

において明確に位置付けて、本市の政策として推進していく予定である。 

３ 非公募の必要性 

  上記２のとおり、戦略的活用に当たっては、長期的な視野に立った継続的な事業

運営や人材育成、ノウハウの蓄積などが特に必要であり、戦略的活用の目的である

循環の創出のためには、一貫した事業の実施体制が不可欠であることから、良好に

施設の運営が行われている限りは、同一の団体に継続して施設の管理運営を行わせ

る必要がある。 

  また、戦略的活用は、推進計画の目的の達成に向けて必要であり、次期推進計画

においては明確に位置付けて、本市の政策として推進していく予定であることから、

体育館グループの指定管理者については、本市と一体となり、本市の継続的かつ積

極的な関与の下で、本市の方針に柔軟に対応できる体制を構築することができる者

である必要がある。 

４ スポーツ協会について 

スポーツ協会は、従前から体育館グループの管理運営を適切かつ良好に行ってお

り、十分な実績を有していることが認められる。 

※ スポーツ協会は、令和２年４月１日に「一般財団法人さっぽろ健康スポーツ財

団」（以下「スポーツ財団」という。）と「一般財団法人札幌市体育協会」（以下

「体育協会」という。）が合併して設立された団体であり、同日前はスポーツ財

団（その前身の団体を含む。）が体育館グループの管理運営を行っていた。 

  また、スポーツ協会は、本市が人的及び財政的に関与し、密接に連携して事業を

実施していくことが可能な本市の出資団体であり、本市と一体となり、本市の継続

的かつ積極的な関与の下で、本市の方針に柔軟に対応できる体制を構築することが

できる者である。 

  さらに、スポーツ協会は、これまでスポーツ教室等の自主事業、障がい者スポー

ツ体験会等の委託事業などを実施してきており、活用事業を企画運営するために必

要な人材、知識・ノウハウを有していると認められる。 

 そして、活用事業の実施に当たっては競技団体との連携は必要不可欠であるとこ

ろ、令和２年４月１日には、体育館グループを管理運営していたスポーツ財団と、

加盟競技団の選手育成強化等を担ってきた体育協会が合併してスポーツ協会となっ



たことにより、スポーツ協会が指定管理を行う各施設において加盟する５３競技団

体を活用した事業の実施が可能となった。 

 

以上のことから、体育館グループについて非公募とし、現在の指定管理者であるス

ポーツ協会に申し込みを求めたものである。 


